〔本文〕構造耐震判定指標ISO
(1) 構造体の構造耐震判定指標（ISO）は次式による。

ISO = Z×G0×U0×ES                              ……………… (1)

G0= G1×G2 ×G3                                   ……………… (2)
対象はとなる構造体は中低層の短周期建築を対象とする。

Ｚは地震の地域係数で、歴史地震や活断層、深層地盤構造などの影響を考慮し、当該地域の解放工学的基盤で想定される地震動強さで決定される係数であり、下に述べる(2)項による。ここで、解放工学的基盤とは表層地盤による影響を受けないものとした工学的基盤（地下深所にあって十分な層厚と剛性を有し、せん断波速度が約400m毎秒以上の地盤；平成12年建設省告示第1461号）とする。

G0は当該敷地の地盤や地形に関する指標で、下に示すG1、G2、G3の積から成る。但し、Z×G0の値の下限値は0.8とする。

G1は当該敷地の表層地盤特性により決定される係数で(3)項による。

G2は当該敷地の地形条件により決定される係数で(4)項による。

G3は建物と表層地盤との動的相互作用によって決定される係数で(5)項による。

U0は建物用途などの建物の重要度を考慮して決定される係数で(6)項による。

ESは当該建物が保有すべき耐震性能の基準値となる耐震判定基本指標で、建物の階や方向によらず、第１次診断では0.8、第２次および第３次診断では0.6とする。

(2) 地域係数Z

Ｚの値は原則として建築基準法・同施行令による。なお関東平野を対象とした場合、図１に示すようにフィリピン海プレート上面深さ約25 kmを境にZone Ａ（南関東）とZone B（中・北関東）と分け、各ゾーンで表１の値を用いることができる。但し、Zone Bであっても、当該敷地の近く（10 km程度以内）に危険度の高いと考えられている活断層がある場合には、1.0の値を用いる。一方、学校校舎では文部科学省のチェックリストなどによりZとして１の値が要求される場合があることに注意を要する。

なお、図２は解放工学的基盤よる深い地盤構造に関するゾーニングである。Zone 1は堆積層厚がほぼ0 kmの岩盤地域、Zone 2は同0～1.25 kmの平野内の境界部地域、Zone 3は同1.25 km以上の平野内部地域である。但し、周期約１秒以下の短周期を対象とした場合、ゾーンによる深層地盤構造による地盤増幅特性には大きな差異がないため、Zは全てのゾーンで同じ値を用いる。深層地盤構造の各ゾーンによる地震動特性の差はG2 、G3 指標に反映される。
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(3) 地盤指標G1

G1の値は表層地盤（工学的基盤から建物基礎底面までの地盤）による指標値で、以下のようにして決定する。当該敷地で工学的基盤まで達するPS検層などによるせん断波速度（S波速度、Vs）のデータが使用できる場合、もしくはN値によりS波速度が換算できる場合、表層地盤の卓越周期は、表層地盤の平均S波速度と厚さから表２のように分類する。Vsや深度が表の中間値である場合は、四捨五入した値を用いるものとする（以下の表でも同様）。G1の値は、図２の深層地盤構造によるZone 1～3に対応して表３(1)～(3)から該当する値を用いて求めることができる。表３(1)～(3)の数値は、表２で分類した各表層地盤の非線形増幅の最大応答値を、第２種地盤相当の応答値で基準化したものである。

一方、PS検層あるいはN値からの換算による地盤データが使用できない場合は、当該敷地の地盤種別に基づき表４の値を用いてもよい。但し、表４の値を使用した場合、動的相互作用による指標値G3の値は1.0を用いなければならない。

また埼玉県の県有施設の場合は、｢埼玉県県有施設のための耐震診断・耐震補強マニュアル（平成９年、埼玉県）｣に従い、地域係数ZとG1との積の値は、埼玉県の地震マイクロゾーニングを用いた表５の値を用いることができる。但し、本マニュアルによるZ・G1の値に比べ、表５の値の方が小さい場合は、本マニュアルによる値を優先するものとする。なお埼玉県のマイクロゾーニングの結果は、付録(4)に添付している。

一方、付録(6)には地域係数に関するゾーニング（Ａ,Ｂ）と、岩盤の出現深度に関するゾーニング（１,２,３）毎の加速度応答スペクトルを添付している。さらに解放工学的基盤（Zone A, B）、及び、表層地盤による増幅率を乗じた各スペクトル（Zone A1～B3）にフィッティングした波形（以下、マニュアル波と呼ぶ）を作成するプログラムをWebにより公開している。従ってこれらを使用した動的地震応答解析も可能である。その際、表層地盤のS波速度や土質試験のデータが使用できる場合は、表層地盤による増幅率の計算にはより厳密な非線形応答解手法（Shakeなど）を用いて評価することが望ましい。



	表４　地盤種別による地盤指標G1の値

（この表によるG1を用いる時は、G3の値は1.0とする）

	地盤種別
	G1

	第１種地盤
	0.8

	第２種地盤
	1.0

	第３種地盤
	1.2


	表５　埼玉県マイクロゾーニングによるZ・G1の値

	想定震度
	Z・G1

	５弱以下
	0.8

	５強
	1.0

	６弱以上
	1.2


(4) 地形指標G2

G2の値は、当該敷地が高低差2 m以上（但し盛土地盤では1 m以上）の崖や傾斜地形の上に位置する場合、図３に示すように崖上からの水平距離Xと崖高さHの比X／Hの値に応じて表６の値を用いる。

	表６ 近接する崖の傾斜角度θと崖からの距離Xと崖高さHの比X／Hによる地形指標G2の値

	崖の傾斜角度θ
	X／H
	G2

	３０～４５度
	０から１まで
	1.1

	
	１以上
	1.0

	４５度以上
	０から１まで
	1.2

	
	１から４まで
	1.1

	
	４以上
	1.0




(5) 動的相互作用指標G3
G3の値は、建物固有周期と地盤固有周期の関係による指標で、建物の弾性時の１次固有周期Tと当該地盤の増幅率による周期特性に応じて表6aの値を用いる。ここで地盤の増幅率による周期特性（応答スペクトルの表層地盤による増幅率が最大となる周期範囲で、図４のT1，T2）は、図2に示す深層地盤構造によるZone 1～3に対応して表6bにから該当する地盤により求める。建物の1次固有周期Tは表6a下の簡略式を用いても良いが、固有値解析等による精算法を用いてもよい。また地盤の増幅率が最大となる周期範囲T1，T2は、(3)項に示すように表層地盤のS波速度や土質試験のデータが使用できる場合は、より厳密な非線形応答解手法（Shakeなど）を用いて決定しても良い。一方、地盤指標G1に表４の値を使用した場合は、G3の値として1.0を用いなければならない。

	表6a 建物周期と当該地盤の増幅特性による動的相互作用指標G3の値

	T1×0.8≦T＜T2の範囲
	G3=1.1

	T1×0.6≦T＜T1×0.8、または、T2≦T＜T2×1.2の範囲
	G3=1.0

	以上範囲以外
	G3=0.9


　T       ：弾性時の建物１次固有周期（＝h*(0.02+0.01α)またはその他の精算法）

T1，T2
：地盤の増幅率が最大となる周期範囲（T1＜T2）

表6b　 Zone・層厚・S波速度別のT1・T2








(6) 用途係数U0

U0は建物用途などによる建物の重要度に応じて決定される係数で、1.0以上の値とする。

図１ 地域係数Ｚに関するゾーニング
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図４　地盤の増幅率とT1、T2の関係
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図３ 崖地形指標G2の説明図
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表３(1)はZone1(地震基盤の深さが0 kmの岩盤地域)


表３(2)はZone2(地震基盤の深さが0～1.25 kmの地域)


表３(3)はZone3(地震基盤の深さが1.25 km以上の


地域)








表３(3)　地盤指標G1の値（Zone 3）�
�
Vs 


(m/s)�
基盤までの深度 (m)�
�
�
10�
15�
20�
25�
30以上�
�
100�
1.2�
1.1�
1.1�
－�
－�
�
150�
1.1�
1.1�
1.1�
1.0�
1.0�
�
200�
1.0�
1.0�
1.0�
1.0�
1.0�
�
250以上�
0.9�
0.8�
0.8�
0.8�
0.8�
�






表３(2)　地盤指標G1の値（Zone 2）�
�
Vs 


(m/s)�
基盤までの深度 (m)�
�
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－�
�
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1.1�
1.1�
1.1�
1.1�
1.0�
�
200�
1.0�
1.0�
1.0�
1.0�
1.0�
�
250以上�
0.9�
0.8�
0.8�
0.8�
0.8�
�






図２ 工学的基盤より深い地盤構造によるゾーニング





表１：地域係数Zの値（関東平野）�
�
地域係数�
Zone Ａ


（南関東）�
Zone B


（中・北関東）�
�
Z�
1.0�
0.9　　　　　　　　　　　　�
�






表３(1)　地盤指標G1の値（Zone 1）�
�
Vs 


(m/s)�
基盤までの深度 (m)�
�
�
10�
15�
20�
25�
30以上�
�
100�
1.2�
1.2�
1.1�
－�
－�
�
150�
1.1�
1.1�
1.1�
1.1�
1.0�
�
200�
0.9�
1.0�
1.0�
0.9�
0.9�
�
250以上�
0.9�
0.8�
0.8�
0.8�
0.8�
�






表２　等価1層地盤におけるVs･深度毎の卓越周期�
�
Vs


(m/s)�
基盤までの深度 (m)�
�
�
10�
15�
20�
25�
30以上�
�
100�
0.40�
0.60�
0.80�
－�
－�
�
150�
0.27�
0.40�
0.53�
0.67�
0.80�
�
200�
0.20�
0.30�
0.40�
0.50�
0.60�
�
250以上�
0.16�
0.24�
0.32�
0.40�
0.48�
�









図２ 深層地盤構造によるゾーニング
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フィリピン海プレート上面深さ約25 km等高線
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図１ 地域係数Ｚに関するゾーニング
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